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〔
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
関
す
る
意
見
書

の
提
出
〕

　
こ
の
意
見
書
は
、
４
人
の
議
員

か
ら
提
案
さ
れ
た
も
の
で
、
関
係

行
政
庁
へ
要
望
す
る
意
見
書
を
次

の
と
お
り
提
出
す
る
こ
と
に
つ
い

て
、
可
決
し
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
　
　
　（
全
員
賛
成
）

第１４９号 平成１９年９月（６）議 会 だ よ り　 は こ ね第１４９号（３）平成１９年９月 議 会 だ よ り　 は こ ね

DIC591（きみどり）

議
会
条
例

陳
　
　
情

報
　
　
告

請
願
取
下

委
員
長
報
告

意
見
書

“議会を傍聴してみませんか”“議会を傍聴してみませんか”“議会を傍聴してみませんか”
　議会は、公開を原則にしていますので、どなたでも本会議の

傍聴をすることができます。

　町政を身近に知るためにも、議会の傍聴をおすすめします。

　傍聴を希望される方は、本会議の当日、議会事務局で受付簿

に住所、氏名などを記入していただくだけで、結構です。

　詳しいことは、議会事務局までお尋ねください。

庁舎内の不用紙運搬作業

温泉小学校

　
次
の
３
点
に
つ
い
て
伺
う
。

１
　
４
月
１
日
か
ら
環
境

セ
ン
タ
ー
に
ご
み
を
持

ち
込
む
際
の
料
金
が
変
わ
っ
た

が
、
そ
の
後
の
状
況
に
つ
い
て

２
　
家
庭
ご
み
で
か
な
り
の
量
を

占
め
て
い
る
容
器
包
装
ご
み
に

対
す
る
町
の
取
組
み
と
今
後
の

計
画
に
つ
い
て

３
　
環
境
の
日
を
中
心
と
す
る
環

境
月
間
に
お
け
る
町
の
取
組
み

と
環
境
対
策
に
つ
い
て
の

　
１
点
目
に
つ
い
て
、
前

年
度
と
本
年
度
の
４
月
か

ら
５
月
ま
で
の
２
か
月
間

を
比
較
し
た
と
こ
ろ
、
前
年
度
よ

り
約
60
ト
ン
、
率
に
し
て
16
％
減

少
し
た
も
の
で
あ
り
、
手
数
料
に

つ
い
て
は
、
単
価
の
値
上
げ
及
び

対
象
範
囲
を
拡
大
し
た
こ
と
か
ら
、

233
万
円
の
増
収
で
あ
っ
た
。

　
２
点
目
に
つ
い
て
、
町
に
お
い

て
は
、
ス
チ
ー
ル
缶
・
ア
ル
ミ
缶
・

ガ
ラ
ス
ビ
ン
・
段
ボ
ー
ル
等
紙
製

の
容
器
包
装
の
一
部
に
つ
い
て
は
、

法
施
行
前
の
平
成
５
年
か
ら
分
別

収
集
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
法
施

行
後
の
平
成
11
年
か
ら
ペ
ッ
ト
ボ

ト
ル
に
つ
い
て
も
分
別
収
集
を
実

施
し
、
適
正
に
資
源
化
を
図
っ
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
今
後
は
、
未
実
施
で
あ
る
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装
と
紙
製
容

器
包
装
に
つ
い
て
、
分
別
収
集
実

施
に
向
け
、
収
集
運
搬
・
処
理
方

法
等
を
調
査
・
検
討
し
て
い
き
た

い
と
思
っ
て
い
る
。

　
３
点
目
に
つ
い
て
、
６
月
５
日

の
「
環
境
の
日
」
に
ち
な
ん
で
、

不
法
投
棄
防
止
対
策
と
し
て
、
山

梨
県
・
静
岡
県
・
神
奈
川
県
の
３

県
合
同
で
、
富
士
箱
根
伊
豆
地
域

の
不
法
投
棄
防
止
一
斉
パ
ト
ロ
ー

ル
や
観
光
美
化
推
進
会
議
を
６
月

15
日
に
開
催
し
、
町
民
・
事
業
者
・

行
政
が
環
境
に
つ
い
て
の
共
通
認

識
を
図
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　
ま
た
、
６
月
の｢

環
境
月
間｣

に
つ
い
て
は
、
「
広
報
は
こ
ね
」

を
活
用
し
、
環
境
保
全
意
識
の
高

揚
を
図
っ
て
い
る
。
な
お
、
年
間

を
通
し
て
実
施
し
て
い
る
も
の
と

し
て
は
、「
広
報
は
こ
ね
」
に
よ

る
リ
サ
イ
ク
ル
情
報
の
提
供
、
行

事
の
開
催
に
お
け
る
リ
サ
イ
ク
ル

コ
ー
ナ
ー
の
設
置
、
観
光
美
化
パ

ト
ロ
ー
ル
隊
に
よ
る
美
化
活
動
、

地
域
美
化
清
掃
、
ご
み
の
回
収
、

不
法
投
棄
の
回
収
な
ど
を
行
っ
て

い
る
。

　
次
に
、
役
場
庁
舎
内
に
お
け
る

環
境
対
策
で
あ
る
が
、
ま
ず
、
節

電
に
つ
い
て
は
、
執
務
室
内
は
原

則
、
朝
８
時
15
分
の
点
灯
、
昼
休

み
の
時
間
帯
は
、
窓
口
を
除
く
部

署
は
消
灯
し
、
閉
庁
後
は
時
間
外

勤
務
者
が
い
る
課
を
除
き
消
灯
す

る
な
ど
、
不
必
要
な
電
力
消
費
の

抑
制
に
努
め
て
い
る
。

　
ま
た
、
庁
舎
内
の
エ
レ
ベ
ー
タ

の
利
用
に
つ
い
て
、
職
員
は
原
則

禁
止
と
し
、
節
電
に
努
め
て
い
る
。

　
省
エ
ネ
に
つ
い
て
は
、
庁
舎
内

の
冷
房
の
設
定
温
度
を
28
度
、
暖

房
の
設
定
温
度
を
20
度
に
定
め
、

特
に
冷
房
は
、
夜
間
電
力
を
利
用

し
て
冷
却
用
の
氷
を
製
造
す
る

な
ど
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
節

約
に
努
め
て
い
る
。

　
最
後
に
、
執
務
室
か
ら
排
出

さ
れ
る
ご
み
に
つ
い
て
は
、
分

別
収
集
に
努
め
る
と
と
も
に
、

不
用
紙
に
つ
い
て
も
再
利
用
で

き
る
も
の
と
で
き
な
い
も
の
と

に
区
別
し
、
リ
デ
ュ
ー
ス
（
減
少
）、

リ
ユ
ー
ス
（
再
利
用
）、
リ
サ
イ

ク
ル
（
循
環
）
と
い
う
３
Ｒ
の

考
え
に
基
づ
く
取
り
組
み
を
行

う
な
ど
、
限
り
あ
る
資
源
の
有

効
的
な
活
用
に
努
め
て
い
る
。

　
債
務
負
担
行
為
の
対
象

と
な
る
基
準
、
ま
た
、
最

近
の
予
算
額
推
移
と
将
来

の
財
政
負
担
に
つ
い
て
伺
う
。

　
一
般
会
計
に
お
い
て
、

現
在
設
定
さ
れ
て
い
る
限

度
額
は
、
平
成
19
年
度
か

ら
27
年
度
ま
で
の
合
計
で
、
５
億

6,764
万
５
千
円
で
あ
る
。
な
お
、
平

成
19
年
度
だ
け
で
み
る
と
、
限
度

額
の
設
定
は
、
予
算
合
計
で
8,604
万

２
千
円
で
あ
り
、
過
年
度
の
設
定

額
は
、
平
成
18
年
度
で
１
億
3,197
万

円
、
平
成
17
年
度
で
１
億
1,024
万
円

で
あ
っ
た
。

　
ま
た
、
最
も
長
期
間
の
設
定
は
、

平
成
19
年
度
予
算
の
学
校
統
合
に

関
連
す
る
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の
借
り

上
げ
で
、
平
成
27
年
度
ま
で
の
８

年
間
で
あ
る
。

　
債
務
負
担
行
為
の
対
象
経
費
の

範
囲
は
、
大
変
広
範
に
わ
た
る
も

の
で
あ
る
が
、
次
の
３
点
に
つ
い

て
、
そ
の
設
定
を
禁
止
さ
れ
て
い

る
。
①
憲
法
第
89
条
に
よ
り
支
出

す
る
こ
と
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
経

費
②
法
人
に
対
す
る
政
府
の
財
政

援
助
の
制
限
に
関
す
る
法
律
第
３

条
に
よ
り
原
則
と
し
て
禁
止
さ
れ

て
い
る
債
務
保
証
に
基
づ
く
経
費

③
地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置

法
第
24
条
に
よ
り
支
出
す
る
こ
と

を
禁
止
さ
れ
て
い
る
経
費
で
あ
る
。

　
債
務
負
担
行
為
は
、
予
算
の
会

計
年
度
独
立
の
原
則
に
対
す
る
例

外
的
な
措
置
で
あ
り
、
債
務
負
担

行
為
の
設
定
に
あ
た
っ
て
は
、
財

政
運
営
に
十
分
配
慮
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
が
、
町
と

し
て
は
現
在
の
状
況
で
は
問
題
と

な
る
も
の
は
な
い
と
思
っ
て
い
る

が
、
今
後
も
十
分
留
意
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
る
。

箱
根
町
の

環
境
対
策
に
つ
い
て

QA

箱
根
町
の

債
務
負
担
行
為
に
つ
い
て

QA

　
地
方
自
治
法
の
規
定
に
よ
り
、

次
の
４
項
目
に
つ
い
て
報
告
さ
れ

ま
し
た
。

・
平
成
18
年
度
箱
根
町
一
般
会
計

補
正
予
算
繰
越
明
許
費
の
繰
越

し
に
つ
い
て

・
財
団
法
人
箱
根
町
観
光
協
会
経

営
状
況
の
報
告

・
箱
根
町
土
地
開
発
公
社
経
営
状

況
の
報
告

・
財
団
法
人
箱
根
町
文
化
・
ス
ポ
ー

ツ
財
団
経
営
状
況
の
報
告

〔
旧
東
芝
保
養
所
、
マ
ン
シ
ョ
ン

建
設
計
画
中
止
を
求
め
る
請
願
書

の
取
下
げ
〕

◇
提
出
者
　
宮
城
野
あ
ず
ま
自
治

　
　
　
　
　
会

　
こ
の
請
願
取
下
げ
は
、
許
可
し

ま
し
た
。
　
　
　
　（
全
員
賛
成
）

　
平
成
19
年
３
月
定
例
会
に
て
設

置
さ
れ
た
箱
根
町
議
会
常
任
委
員

会
調
査
特
別
委
員
会
委
員
長
か
ら
、

３
常
任
委
員
会
か
ら
２
常
任
委
員

会
と
し
、
定
数
を
各
常
任
委
員
会

８
名
と
す
る
報
告
が
あ
り
、
可
決

し
ま
し
た
。
　
　
　（
賛
成
多
数
）

〔
箱
根
町
議
会
委
員
会
条
例
の
一

部
改
正
〕

　
箱
根
町
議
会
常
任
委
員
会
調
査

特
別
委
員
会
委
員
長
報
告
に
基
づ

き
、
常
任
委
員
会
の
構
成
な
ど
を

変
更
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ

い
て
、
可
決
し
ま
し
た
。
　

　
　
　
　
　
　
　
　（
賛
成
多
数
）

〔
障
害
者
地
域
作
業
所
制
度
の
維

持
と
発
展
に
つ
い
て
の
意
見
書
の

提
出
を
求
め
る
陳
情
〕

◇
陳
情
者
　
神
奈
川
県
障
害
者
地

　
　
　
　
　
域
作
業
所
連
絡
協
議

　
　
　
　
　
会

　
こ
の
陳
情
は
、
教
育
福
祉
常
任

委
員
会
に
会
期
中
の
審
査
と
し
て

付
託
さ
れ
、
審
査
の
結
果
、
趣
旨

採
択
と
し
ま
し
た
。（
全
員
賛
成
）

〔
廃
校
後
の
温
泉
小
学
校
施
設
を

「
中
央
地
域
幼
児
学
園
」
を
中
心

と
し
た
複
合
施
設
と
す
る
事
の
陳

情
書
〕

◇
陳
情
者
　
温
泉
地
域
自
治
会
連

　
　
　
　
　
合
会

　
こ
の
陳
情
は
、
総
務
企
画
観
光

常
任
委
員
会
に
会
期
中
の
審
査
と

し
て
付
託
さ
れ
、
教
育
福
祉
常
任

委
員
会
と
の
連
合
審
査
の
結
果
、

採
択
と
し
ま
し
た
。（
賛
成
多
数
）

〔
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
に
関
す
る
陳
情
〕

◇
陳
情
者
　
か
な
が
わ
西
湘
農
業

　
　
　
　
　
協
同
組
合

　
こ
の
陳
情
は
、
総
務
企
画
観
光

常
任
委
員
会
に
会
期
中
の
審
査
と

し
て
付
託
さ
れ
、
審
査
の
結
果
、

採
択
と
し
ま
し
た
。（
全
員
賛
成
）

　豪州は、牛肉、乳製品、米、麦などの重要品目を生産する世

界有数の農業国であり、日豪ＥＰＡが締結され、関税が撤廃さ

れた場合、これら重要品目の輸入量が増大する可能性が極めて

大きく、国内農業に深刻な影響が現れ、さらに、わが国の食料

自給率の低下も懸念されます。

　また、一方では、国はＷＴＯ農業交渉において、重要品目の

関税削減の例外扱いや柔軟な対応を求め、食料を輸入している

諸国等と連携して「農業の多面的機能の発揮」と「多様な農業

の共存」の重要性を一貫して主張しています。

　箱根町においては、食育の推進活動の中で、神奈川県産や近

隣市町の農産物を学校給食に取り入れるなど、地産地消に配慮

するとともに、町民はもとより国内外から多くの来訪者を安心

して迎えるための食の安全保障にも努めております。

　よって政府は、日豪ＥＰＡ交渉において、重要品目の除外・

再協議の取り扱いが確保できなければ、交渉を中断するととも

に、ＷＴＯ農業交渉での我が国の提案と整合性のある主張を貫

くよう強く要望する。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　　平成19年７月４日
　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県足柄下郡箱根町

　　　　　　　　　　　　　　　　議会議長　西 村　和 夫

（意見書の提出先）

内閣総理大臣・外務大臣・財務大臣・農林水産大臣・経済産業大臣

日豪ＥＰＡに関する意見書


